
関連課 道路整備課、産業振興課

まちの限られた土地資源が有効に配分され、鉄道駅周辺など公共交通機関の利便性の高い地域を中心に市街地がまとま
り、住宅系、商業・業務系、工業系のそれぞれの土地利用が適正に行われ、健康で文化的な都市生活及び機能的な都市
活動を行えるまちとなっている。

まち・ひと・しごと目標 　―

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

511 市街地の適正な利用
担当課 まちづくり推進課

指 標 １ 指 標 2
区画道路整備延長（ｍ） －

暫定逆線引き地区の区画道路の整備済み延長と整備率 －

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）
853 853 853 3,756

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況
【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調
多くの駅利用者の流動を活かした商業的土地利用を図ると
ともに、ウォーカブルやバリアフリーといった人中心のまちなかづく
りを目指すため、北朝霞・朝霞台地区のエリアプラットフォーム
（官民連携組織）の構築や、未来ビジョンの策定に向けて
検討を開始。

【判断の根拠】
・道路整備基本計画に位置付けられた拡幅路線の買収
 を行うことができた。
・都市計画審議会において、予定通り審議すべき案件を付議する
ことができた。
・用地を取得した箇所から順次、道路改修工事設計や改修
　工事を実施することができた。

【継続】
・道路、歩道用地の買収および土地開発基金への繰戻しを実施
 した。
・生活道路の拡幅整備のため、市道の改良工事を行った。
・都市計画審議会を開催するとともに緑や景観の保全に努めた。
・朝霞駅周辺地区において「居心地が良く歩きたくなるまちなか」や
「商業活性化」をテーマにイベントを実施。
・将来の人口減少、超高齢化社会を見据え、コンパクト・プラス・
ネットワークの考え方に基づく都市づくりを進めるため立地適正化計
画を策定。

【外的要因】

4 必 要 性
2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない
【外部評価委員会】
全国的に見ると朝霞市は財政、居住地域のまとまりといった観点から恵まれ
ている方だとは思うが、長期的には課題もある。現実問題として、住んでいる
住民も自分たちがこれからどう暮らしていくかを考え、住む場所を選ぶ時代に
なってきているので、行政はそれをどうサポートしていくかを考える必要がある。
そのためには現状の延長ではなく、将来に向けた調査・研究を進めてもらい
たい、成果を見据えた政策を実現できるように取り組んでもらいたい。

・旧暫定逆線引き地区内の土地区画整理事業の完了により、良
 好な住環境の基盤整備が進み、今後も波及効果が期待される。
・道路整備基本計画や無電柱化推進計画に基づき、歩道整備や
 交通安全対策、防災面の向上など、快適な生活空間の形成が
 期待される。

目 指 す 姿



︓

　

　

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断

番号 施策を構成する事務事業名 総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円） 今後の方向性※R2決算 R3決算
継続

2 道路用地取得事業 31,547 352,932 214,199 継続

R4決算見込み
1 都市計画総務事務事業 93,111 118,323 124,370

4
3 道路改良事業【再掲】 - - - 継続

6
5

8
7

10
9

12
11

14
13

16
15

18
17

20
19

22
21

24
23

26
25

28
27

30
29

32
31

34
33

36
35

38
37

471,255 338,569

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担

計（単位︓千円） 124,658 471,255 338,569

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
124,658

・道路整備基本計画に基づき、歩道整備や交通安全対策のほか
　無電柱化や街路樹の管理等についても検討し施策を推進する。
・ウォーカブル推進都市として、ベンチや休憩施設の設置など、人中
　心の居心地が良く歩きたくなるまちなかを目指す。
・地区計画や土地区画整理事業など、計画的な市街地整備を支
　援する。

道路整備基本計画に基づき、道路拡幅のみならず、橋梁や歩道
橋の長寿命化対策、舗装修繕、街路樹など道路緑化による緑の
軸の形成や無電柱化の推進のほか、賑わいとコミュニティ形成の場と
しての道路空間の実現などを推進していく。今後はウォーカブル推進
都市としてシンボルロードをはじめ、街路や公園など公共空間を利
活用する取組を推進していくとともに官民連携のまちづくりを進めて
いく。

・厳しい財政状況等を踏まえ選択と集中の観点から効率的な道路
　整備を推進する必要がある。
・地区計画などにより、地区ごとにふさわしい良好なまちづくりを進め
　る必要がある。
・橋梁、歩道橋等の整備では、長寿命化計画に基づき改修等を
　進める必要がある。
・安全な歩行空間の確保など、人中心のまちなかづくりを推進する
　必要がある。

・地域の実情に即したまちづくりや市街地整備を進めるとともに、先
　進事例の調査やコスト削減に向けた工夫、また行政・商店会等
　のイベント情報の発信を行う。
・官民連携によるまちづくりを推進し、ウォーカブル空間の整備や魅
　力的な商業エリアの形成などを図る。
・個別計画の策定や景観づくりの推進等にあたっては、市民や景観
　づくり団体等から意見を聴く機会を設け、市民・事業者等と連
　携・調整を図る。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括



2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない

【外部評価委員会】
・プレーパークについて、自然に触れる機会は子供の育ちにとても重
要なので、できれば常設してもらいたい。また、移動式の回数や開催
場所についても、もう少し増やしてもらいたい。
・シンボルロードは、国有地である基地跡地の活用という観点ではと
ても評価できる取組だと思う半面、市のPRが足りていないようにも感
じるため、引き続き頑張ってもらいたい。

・樹林地や樹木の伐採が進んでおり、緑地の減少に伴う緑の保全
　に対する要望が増加することや、維持管理には多額の費用がかか
　るため、引き続き市が保全に関与することが必要である。
・基地跡地に対する市民の関心を高める機運を醸成するために、
  朝霞の森の管理運営を市民と協働で行う必要がある。

・国道254号バイバス沿道の土地利用の活性化に向けて、
検討委員会を開催し検討を進めた。

【判断の根拠】
・シンボルロードは令和２年２月に供用開始し、コロナ禍の
中、広大な緑の屋外空間として市民から親しまれ、様々なイ
ベントを開催した。
・朝霞の森運営会議を開催した。
・農業従事者の死亡等により生産緑地の指定解除が多く
なっている。また保護地区及び保護樹木の新規指定は進ん
でおらず、指定面積及び指定本数は増えていない。
・都市計画審議会に付議した案件はすべて議決することがで
きた。

【継続】
・冒険遊び場づくりをNPO法人朝霞プレーパークの会に委託
・都市公園において移動プレーパークを実施
・緑化推進会議を開催
・緑化推進奨励金を交付
・緑地ボランティアの支援
・シンボルロードの維持管理を行うとともに、官民連携によるイ
ベント(アサカストリートテラス、あさか冬のあかりテラス)を実施
するなど、まちなかのにぎわい創出に資する利活用を行った。

【外的要因】

4 必 要 性

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況
【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調

ー ー ー 国道254号バイパス周辺
の適正な土地利用

目標年度において実施されている具体的な土地利用の内容 －

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）

指 標 １ 指 標 2
市街化調整区域の適正な土地利用（ー） －

関連課 政策企画課、みどり公園課、道路整備課

市街地の周辺に指定されている市街化調整区域では、市街化を抑制し優良な農地や良好な自然的環境を維持・保全する
ことを基本とし、緑地・自然環境と調和した、地域特性に応じた適正な利用が図られている。

まち・ひと・しごと目標 　―

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

512 市街地周辺の適正な利用
担当課 まちづくり推進課

目 指 す 姿



︓

　

　・環境の保全、防災、景観の形成など多様な機能を持つ貴重な緑
　を保全していくとともに、市街地における緑化を推進していく。
・アフターコロナを踏まえた、街路や公園など、公共空間の利活用に
　ついて周辺エリアと連携しながら検討し、まちなかウォーカブルや賑
　わいを創出する取組を進める。
・国道２５４号バイパスの２期整備が進む中、沿道活性化につい
　て地域の活性化に資する土地利用の検討を進める。

・市街地と自然環境との調和については、黒目川をはじめ、河川沿いの
　緑や水辺など優れた自然環境や優良な農地が残されており、これらをで
　きる限り保全していくとともに、地域の状況に応じて、適切な土地利用が
　行われるようにしていく必要がある。
・アフターコロナを踏まえた街路や公園など、公共空間の利活用について
　は、周辺エリアと連携しながら、まちなかウォーカブルや賑わいを創出する
　取組を進めていく。
・国道２５４号バイパス沿道については、地域の活性化に資する土地利
　用の検討を進める。

・市内に残された貴重な自然を保全し有効活用するためには、市
　民や土地所有者との連携・協働が必要であり、意見交換会など
　の機会を確保していく必要がある。
・賑わいの創出や居心地が良く歩きたくなるまちなかづくりのため、道
　路、公園、広場など、公共空間の有効活用について官民が連携
　して取組を検討していく必要がある。
・保護地区及び保護樹林は、本市における貴重な緑であり、保全
　に欠かせないものであることから、いかに存続していくか、対策の検討
　が必要である。

・市民ボランティアを募集、育成、活用しながら市民意識を醸成
　し、自然の大切さと必要性を理解することで、緑や自然環境の保
　全、また公園の管理や運営を行っていく。
・シンボルロード周辺エリアについて、さらなる魅力向上に向けて、イ
ベントの実施など官民連携や協働の取組を推進する。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括

54,272 60,791

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担

計（単位︓千円） 48,031 54,272 60,791

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
48,031

38
37
36
35
34
33
32
31
30
29
28
27
26
25
24
23
22
21
20
19
18
17
16
15
14
13
12
11
10
9
8
7 道路施設修繕事業【再掲】 ー ー ー 継続
6 シンボルロード管理事業 28,682 33,725 42,206 継続
5 基地跡地暫定利用事業 14,324 14,162 14,918 継続
4 基地対策事業 1,570 3,032 1,854 継続
3 基地跡地整備基金積立事業 3,455 3,353 1,813 継続
2 緑化推進事業【再掲】 ー ー ー 継続

R4決算見込み
1 都市計画総務事務事業【再掲】 ー ー ー

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断

番号 施策を構成する事務事業名 総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円） 今後の方向性※R2決算 R3決算
継続



施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

担当課 道路整備課
関連課 まちづくり推進課

まち・ひと・しごと目標 基本目標２　地域の特色を生かし魅力にあふれた選ばれるまちをつくる
（ア）暮らしやすさが実感できる都市機能の充実

指 標 １ 【まち・ひと・しごと】 指 標 2

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）
79,721 79,621 79,823 80,227

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況

・朝霞台駅の辺りはある程度歩道が確保されているのに比べ、朝霞駅周辺の歩道は
バギー(ベビーカー)を押していて危険を感じることが多々あるため、早く安心できる道に
してほしい。
・市民満足度が施策の進捗度の平均値を大きく下回っている。
・市街地における道路整備については、地元の合意形成が重要と感じる。機運の醸
成、合意形成を図るうえで、地区の環境整備に向けた協議会等の活動や地区環境
整備の計画策定が必要。現状の活動や成果、今後の展望等を示してほしい。

【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調
【判断の根拠】

【継続】

521 やさしさに配慮した道づくり

歩道整備や道路改良等に加え、橋梁や舗装などの適切な維持管理を行うことにより、子どもや高齢者など誰もが安全に、安
心して快適に道路を利用できるまちを目指す。

歩道整備延長（累計）（ｍ） －

歩道の整備延長（右側・左側の合計） －

歩行者が安全に、安心して通行できる道路環境を整備する
ため、引き続き歩行空間の確保のため歩道設置、道路改良
を行っていく必要がある。また、災害に強いまちづくりとして、集
中豪雨時の雨水排水対策を下水道課と連携して実施し、
浸水被害の抑制と軽減を図る。さらに、橋梁や舗装の老朽
化対策を計画的に進めていく必要がある。

・老朽化した道路の改良や用地取得ができた箇所の歩道整
備を実施した。
・内間木地区の浸水対策として水路の浚渫を継続して実施
した。
・浸水対策として水路の清掃、排水機場の施設点検を適正
に実施した。
・朝霞駅東口・南口駅前広場及び北朝霞東口駅前広場の
清掃等により適切な維持管理を実施した。
・街路樹等の剪定、道路側溝の清掃・除草を適切に実施し
た。

2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない

・朝霞駅南口駅前広場の鳩フン対策に関しての施設修繕を
実施した。
・赤野毛排水機場の排水ポンプ増設工事を志木市と共同で
開始した。
・橋梁の法定定期点検を実施し、長寿命化修繕計画
について、見直しを図った。

　歩道の設置については、地権者の協力が得られた朝志ヶ丘
１丁目地内の市道３号線において約107ｍ、根岸台６丁
目の市道１８号線において、約20ｍ、根岸台４丁目地内の
市道９０号線において、約41ｍ、膝折町２丁目地内の市
道１１号線に約34ｍ設置した。
　このほかにも本町２丁目地内の市道８号線において、歩道
を確保するとともに、サークルベンチを設置するなど、歩行者の
憩える場所として整備を行った。
　また根岸台５丁目内の市道９０号線において、歩道用地と
して延長約120ｍを買収し、令和５年度に整備予定である。

【外的要因】
　用地買収においては、道路整備基本計画による計画
的な交渉のほかに、相続や開発行為、窓口での相談、
生産緑地解除後を地権者からの買取希望など、突発
的な対応も多い。

4 必 要 性

目 指 す 姿



︓

　

　

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断
総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円）
R2決算 R3決算 R4決算見込み

1 都市計画総務事務事業【再掲】 ─ ─ ─ 継続
2 道路用地取得事業【再掲】 ─ ─ ─ 継続
3 道路改良事業【再掲】 ─ ─ ─ 継続
4 交通安全施設事業【再掲】 ─ ─ ─ 継続
5 交通施策推進事業【再掲】 ─ ─ ─ 継続
6 交通安全啓発推進事業 10,309 11,201 10,479 継続
7 放置自転車対策事業 17,286 14,428 16,030 縮小
8 駅前広場管理事業 34,854 33,030 54,103 継続
9 道路施設維持管理事業 30,303 30,270 33,478 拡充
10 道路施設修繕事業 81,492 90,568 91,128 継続
11 道路台帳整備事業 18,895 16,669 18,617 継続
12 歩道整備事業 15,187 15,025 28,075 継続
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38

計（単位︓千円） 208,326 211,191 251,910

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
208,326 211,191 251,910

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担
歩道設置、道路改良を進めるための用地確保には地権者の
協力が必要不可欠であるが、沿道の宅地化が進んでいること
から、用地取得が容易ではない状況である。また、指標の進
捗を図る上では、財源確保が重要であり、引き続き国庫補
助金等も有効活用しながら事務を進める必要がある。

道路整備は、道路管理者である行政の責務であり、地権者の
協力を得ながら市が主体となって実施していく。また、歩行者など
に配慮したソフト面での施設やバリアフリー化を推進する際には、
対象となる現場の状況に応じて地域の方々や障害者団体等と
施策の内容・方法等について連携・調整を図る。また
街路樹や植樹の管理についても、市民との連携を深める。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括
今後の道路の整備は、限られた財源の中で効率的かつ効果
的に道路整備を進めるため、「朝霞市道路整備基本計画」
に基づき、真に必要な歩道整備や道路のバリアフリー化に集
中し、その他の生活道路等については、歩行者等に配慮した
安全施設の充実を図るなどハード整備中心からソフト面を強
化する取組も必要である。

市では、誰もが安全・安心で歩きやすい道路整備を行うため関係地権者のご理解を
いただきながら、「朝霞市道路整備基本計画」に基づき着実に整備し、さらに市民が
憩い、集える空間の整備を行うため、道路上のまちなかベンチ・ミニパークの設置やグ
リーンインフラの考え方を取り入れた整備を推進していく。また、近年多発しているゲリ
ラ豪雨や台風による大雨のほか、大地震などによる被害を抑制するため、緊急輸送
道路となる幹線道路の整備に加え、雨水排水の改善対策について下水道課と連携
し、着実に推進していく。さらに、「朝霞市橋梁長寿命化計画」に基づいて実施した
点検結果に応じて計画を見直し、改修工事を実施していく。

番号 施策を構成する事務事業名 今後の方向性※

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円



関連課 道路整備課

まちの骨格となる幹線道路網が整備され、本市と主要都市をつなぐ広域交通軸、市内の各地域をつなぐ地域交通軸の交通
が円滑になり、人・物・情報の交流、隣接都市との連携強化や市街地の土地利用の促進が図られている。

まち・ひと・しごと目標 　―

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

522 まちの骨格となる道路づくり
担当課 まちづくり推進課

指 標 １ 指 標 2
都市計画道路の整備率（％） －

都市計画道路の整備率＝都市計画道路整備済み延長／都
市計画決定されている総延長

－

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）
54 54 54 56

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況
【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調
駅西口富士見通線沿道広場の公共空間の活用推進（黒
板アート）を実施した。

【判断の根拠】
・国道254号バイパスの整備促進のため、国、県へ要望を行った。
・市道の改良、舗装改修、道路修繕、歩道築造工事を実施した。
・埼玉県が整備する道路事業費の一部を負担金として交付した。
・土地開発基金を活用して先行取得した事業用地の費用を基金
 に繰戻しした。
・街路用地の用地買収を行った。また、買収を推進するため、不動
 産鑑定、建物補償積算、測量業務などを行った。

【継続】
・都市計画道路駅東通線及び岡通線の整備を推進した。
・市道の改良工事・舗装改修工事・舗装修繕工事を行った。
・埼玉県が施行する街路事業に負担金を負担した。
・街路用地の用地買収を行った。また、買収を推進するため、不動
 産鑑定、建物補償積算、測量業務などを行った。
・先行取得した街路用地に仮歩道や木柵設置の整備を行い、維
持管理を実施した。
・国道２５４号バイパスの事業推進に向け、国や県に対して要望
活動を行った。
・歩道築造工事、道路修繕工事、道路改良工事等を行った。
・都市計画審議会を開催した。
・平成３年３月に緊急輸送道路などの幹線道路における無電柱

【外的要因】

4 必 要 性
2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない

【外部評価委員会】
朝霞台駅の辺りはある程度歩道が確保されているのに比べ、
朝霞駅周辺の歩道はバギー（ベビーカー）を押していて危険
を感じることが多々あるため、早く安心できる道にしてほしい。

・道路は市民生活に最も身近な公共インフラであるため、バリアフ
　リー化や歩道整備など安心安全な歩行空間の確保に取り組む必
　要がある。
・都市計画道路は、交通処理機能の増強だけでなく、都市内で連
　続した公共空間を提供し、火災の延焼を防止する等の防災空
　間、緑地等による環境空間といった多様な機能を担うことから、整
　備の推進が求められている。

目 指 す 姿



︓

　

　

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断

番号 施策を構成する事務事業名 総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円） 今後の方向性※R2決算 R3決算
継続

2 岡通線整備事業 24,166 17,040 13,345 継続

R4決算見込み
1 駅東通線整備事業 194,242 282,632 3,827

4 事業用地維持管理事業 776 1,202 4,130 継続
3 志木和光線整備事業 776 757 739 継続

6 道路改良事業 16,041 27,934 35,779 継続
5 私道整備助成事業 9,424 1,136 2,245 継続

8 道路舗装事業 251,876 105,638 68,381 継続
7 道路橋梁総務事務事業 10,239 11,182 12,077 継続

10 道路施設修繕事業【再掲】 ー ー ー 継続
9 都市計画総務事務事業【再掲】 ー ー ー 継続

12
11 歩道整備事業【再掲】 ー ー ー 継続

14
13

16
15

18
17

20
19

22
21

24
23

26
25

28
27

30
29

32
31

34
33

36
35

38
37

447,521 140,523

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担

計（単位︓千円） 507,540 447,521 140,523

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
507,540

・道路整備全般では、道路整備基本計画などに基づき、効率的に
　整備を推進していく、都市計画道路は事業認可を取得している
　駅東通線及び岡通線を優先して整備を行う。
・国道２５４号バイパスは、早期の全線開通に向けて、引き続き
　国、県に要望を行う。
・厳しい財政制約の中、選択と集中の観点から真に必要な歩道整
　備やバリアフリー化に集中し、その他の生活道路は歩行者に配慮
　した交通安全施設の充実を図るなどソフト面の対策を強化する。

都市計画道路及び補助幹線となる市道は、道路交通ネットワーク
を形成する重要な都市基盤であり、整備効果などを踏まえ、計画
的に整備を進め、自転車や歩行者も安全に安心して通行できる道
路空間としていく必要がある。また、道路整備基本計画に基づき、
歩道整備を推進するとともに、必要な交通安全対策を講じていく必
要がある。ウォーカブル推進都市として、ベンチや休憩施設の設置な
ど、人中心の街路空間の形成について検討し、整備にあたってはグ
リーンインフラの考え方を取り入れていく必要がある。

・厳しい財政制約の中、道路整備基本計画に基づき効率的に道
路整備や歩道整備を推進する必要がある。
・橋梁や歩道橋などのインフラは一斉に老朽化しつつあるため、補
修・補強・改修により長寿命化を計画的に進め、維持管理費など
のコストを縮減する必要がある。
・道路利用者や市民の方の道路に対する様々な期待に応えられる
よう、道路のもつ多様な機能や役割を確認し、これらの十分な発揮
を目指す必要がある。

・市が都市計画道路や市内幹線道路の整備を主体的に行う。な
お、道路幅員を拡幅する場合などは、それぞれの路線の整備計画
が明らかになった段階で、地域住民や関係地権者等に適切な周知
を図り合意形成に努めていく。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括



関連課 環境推進課、道路整備課

道路に交通安全施設や歩道が整備されているとともに、自動車の速度抑制等の交通規制が適切に行われ、放置自転車が
なく、子どもから高齢者までの誰もが安全、快適に道路を利用できるようになっている。また、公共交通空白地区の解消を進
め、市内のバスなどの公共交通を多くの市民が快適に利用できるようになっている。

まち・ひと・しごと目標 基本目標２　地域の特色を生かし魅力にあふれた選ばれるまちをつくる

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

523 良好な交通環境づくり
担当課 まちづくり推進課

指 標 １ 【まち・ひと・しごと】 指 標 2
市内循環バス（コミュニティバス）の年間利用者数（人） －

（ア）暮らしやすさが実感できる都市機能の充実

市内循環バス（コミュニティバス）を１年間に利用した延べ人数 －

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）
291,774 322,000 341,000 320,000

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況
【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調
・先行検討地区への新たな公共交通の導入に向けて、地元自治
会と協議を実施し、先行検討３地区において地域組織が立ち上
がった。

【判断の根拠】
・橋梁点検の結果をふまえ、緊急性の高い橋梁から改修に向けて
設計を実施することができた。
・市内循環バスの利用者数はコロナ前迄には至りませんが、前年度
よりは回復傾向にある。
・新型コロナウイルス感染拡大の影響で、路線バス会社が超低床ノ
　ンステップバスを導入することを見送った。
・カーブミラーの設置については目標数値にまでは至らなかったが、要
望箇所への対応はできた。
・道路や駅前広場において美化活動団体と協働し、植栽や掃除な
　どの維持管理ができた。
・シェアサイクルの導入や放置自転車の撤去、指導員の巡回の実
　施によって、放置自転車や撤去自転車が減少した。

【継続】
・千葉県八街市で発生した事故を受けて、朝霞警察署等の関係
　機関と連携して実施した緊急安全点検をもとに、優先度が高い
　路線について交通安全対策工事を実施した。
・地域公共交通協議会を開催するとともに、市民や関係機関と協
　働で地域公共交通計画の各種施策を推進した。
・市内循環バス運行事業者に対し、運行に係る経費のうち、運賃
　を除いた経費を助成した。
・公共交通の補完と市民の移動の利便性向上のため、シェアサイク
　ルの実証実験を継続した。
・運転免許自主返納促進と公共交通利用向上のため、免許返納
　者に交通系ICカードのほか、循環バス回数券やタクシーチケットを配布
  した。

【外的要因】

4 必 要 性
2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない

【外部評価委員会】
・高齢者のきめ細かな移動支援については、公共交通である市内循環バスだけでな
く、福祉の分野も含め、複合的に考える必要がある。
・スクールゾーンの指定を要望するに当たって、地域のコミュニティから声を挙げるのが難
しい状況になっていると思うので、行政が学校と連携して、自治会・町内会と調整を
行う等の取組を行ってもらいたい。
　また、スクールゾーンの交通量が多いという現状を鑑み、並行して幹線道路の整備
や渋滞対策も進めてもらいたい。

・交通環境を改善するために歩道の整備や道路のバリアフリー化と
いった良好な歩行空間の確保が求められている。
・路線バスが通らない公共交通空白地区の住民の足として、小型
車両での運行等、新たな交通モードの導入が期待されている。
・駅及び駅周辺のバリアフリー化について、特に朝霞台駅はエレ
　ベーターの早急な整備が求められている。

目 指 す 姿



︓

　

　

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断

番号 施策を構成する事務事業名 総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円） 今後の方向性※R2決算 R3決算
継続

2 花と緑のまちづくり事業 56,211 60,395 50,824 継続

R4決算見込み
1 交通安全施設事業 194,687 29,279 65,141

4 都市計画総務事務事業【再掲】 ー ー ー 継続
3 橋梁改修事業 67,623 208,861 271,740 継続

6 道路施設修繕事業【再掲】 ー ー ー 継続
5 交通安全啓発推進事業【再掲】 ー ー ー 継続

8 駅東通線整備事業【再掲】 ー ー ー 継続
7 歩道整備事業【再掲】 ー ー ー 継続

10 志木和光線整備事業【再掲】 ー ー ー 継続
9 岡通線整備事業【再掲】 ー ー ー 継続

12 私道整備助成事業【再掲】 ー ー ー 継続
11 事業用地維持管理事業【再掲】 ー ー ー 継続

14 道路橋梁総務事務事業【再掲】 ー ー ー 継続
13 道路改良事業【再掲】 ー ー ー 継続

16 市内循環バス運営事業 92,220 113,243 103,321 継続
15 交通施策推進事業 30,890 9,824 16,881 継続

18 地球温暖化対策推進事業【再掲】 ー ー ー 継続
17 自転車駐車場管理運営事業 289,903 278,684 274,580 継続

20
19

22
21

24
23

26
25

28
27

30
29

32
31

34
33

36
35

38
37

700,286 782,487

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担

計（単位︓千円） 731,534 700,286 782,487

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
731,534

・地域公共交通計画に基づき、市内の面的な公共交通のネット
　ワークの構築を目指し公共交通空白地区の改善に取り組むととも
　に、利用実態に応じた市内循環バスの運行計画を作成するな
　ど持続可能な交通体系の構築について検討していく。
・交通安全対策については、道路整備基本計画に基づき、予算の
　範囲内で優先度に応じた対策を実施する。
・朝霞台駅への早期のエレベーター設置に向けては、引き続き東武
　鉄道と連携し協議を進めて行く。

・公共交通空白地区の改善については、地元町内会や事業者と
　連携し、利用実態に応じた持続可能な交通体系の構築について
　検討していく必要がある。
・朝霞台駅へのエレベーターの設置は、東武鉄道と連携し、早期の
  着工に向けて協議を進めていく。
・シェアサイクルは、コロナ禍や運賃値上げの影響など実証実験の事
　業効果の検証を行い、本格導入に向けては近隣市と連携して進
　めていく。

・新型コロナウイルスの影響により、公共交通利用者が減少しており
　持続可能な公共交通の確保が課題となっている。
・橋梁、歩道橋等のインフラ施設の老朽化が進んでおり、厳しい財
　政制約の中、適切な維持管理や施設更新が課題となっている。
・朝霞台駅へのエレベーターの設置要望が非常に多いことから、東
  武鉄道と連携していくとともに早期の着工、設置が課題となってい
  る。

・公共交通関係では、公共交通空白地区を改善し、市内の面的
　な交通ネットワーク構築のため、地域住民と一体となってガイドライ
  ンに基づき新たな公共交通の導入に向け検討を進める。
・交通事故防止のため、市民や警察と連携し、交通安全対策や交
　通ルール順守の徹底など活動に取り組む。
・生活道路の安全対策は、埼玉大学の協力を得ながら関係行政
　機関、学校関係者、自治会等で構成する協議会において、
　効果検証を実施する。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括



2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない
【緑化推進会議】みどりの基本計画及び花とみどりのまちづくり構想に基づ
き、的確に施策を推進していくこと。
【外部評価委員会】プレーパークは、子どもの育ちのためにも、常設で実施し
てほしい。移動式の回数や開催場所を増やしてほしい。
新たな方法を取り入れて、緑地保全に取り組んでほしい。
（自然・環境に恵まれたまちに関する所見より抜粋）

　良好な景観を形成する緑と水辺の連続性を高めていくために、街路樹、生け垣、河
川等の緑と水辺によって、公園や樹林、農地等の拠点となる緑と水辺をつなぐエコロ
ジカルネットワークを形成するとともに、市民が愛着と誇りを持てるまちなみをつくっていく
ため、街路樹をはじめとする公共の緑を適正に管理し、美しく育てていくことが必要で
ある。また、民有地の樹木・樹林が、公共の緑と同様の割合を占めていることから、市
民や事業者と協力して、緑の量を増やすとともに、質についても充実させることが必要
である。

・グリーントレイルマップを作成した。
・（仮称）宮戸二丁目公園、まぼりひがし公園、まぼりみなみ公園
整備事業を開始した。
・内間木公園拡張整備基本構想等の策定のための検討を開始し
た。
・ナラ枯れ等を要因とした、枯損木を伐採した。また、都市公園等の
樹木調査を実施した。

【判断の根拠】
・市民ボランティア団体と協働で、特別保全地区や緑地、公園の管
理を行った。
・公園や児童遊園地の遊具を適切に管理するなど、大きな事故も
なく安全に利用していただけた。
・公園施設長寿命化計画に基づき、遊具等の更新工事を実施し
た。
・（仮称）宮戸二丁目公園、まぼりひがし公園、まぼりみなみ公園
の住民説明会を実施した。
・内間木公園拡張整備検討委員会を３回実施し、基本構想等
策定の検討を進めた。

【継続】
・公園施設長寿命化対策工事として島の上公園１か所の遊具の更新を
実施した。公園及び児童遊園地の維持管理を行い遊具等の不具合防止
に努めた。
・冒険遊び場づくり事業をＮＰＯ法人朝霞プレーパークの会に委託し、また
朝霞の森内の除草作業等の一部をボランティアで市民が行った。
・生産緑地地区の指定や解除、変更などの都市計画決定を２回行った。
・シンボルロードイルミネーション「あさか冬のあかりテラス２０２２」を実施し
た。

【外的要因】
・主要な緑である樹木・樹林は、公園や街路樹、公共施設等の公共の緑
と、住宅地や事業者等の民有地の緑がほぼ同量を占めており、民有地の
緑も重要な存在となっている。
・公園や緑地内の樹木が、ナラ枯れ等を要因として、枯損している。

4 必 要 性

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況
【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調

37 37 37 37

５年ごとに調査する緑被面積調査による市内全域の緑被面積
の割合

－

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）

指 標 １ 指 標 2
市内全域における緑被面積の割合（％） －

関連課 まちづくり推進課、産業振興課、農業委員会事務局

子どもから高齢者までの幅広い世代が、都市における公園や緑のオープンスペースで自然とふれあい、レクリエーション活動、健康運動、文化
活動などの活動を行っている。

まち・ひと・しごと目標 　―

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

531 まちの骨格となる緑づくり
担当課 みどり公園課

目 指 す 姿



︓

　

　・良好な景観を形成する緑と水辺の連続性を高めていくために、街路樹を
整備、育成・管理し、公園や樹林、農地等エコロジカルネットワークの拠点と
なる緑と水辺をつないでいく。また、それらのネットワークの間に位置する住宅
地や商業地等の民有地において、花壇や生け垣の設置等により緑を充実
させ、身近な緑と水辺のネットワークを創出していく。
・（仮称）宮戸二丁目公園、まぼりひがし公園、まぼりみなみ公園の設計
を適切に進めていく。
・公園等の利用者の安全を確保するため、枯損木等の伐採を進めていく。

・本市の緑は減少傾向にあり、緑の量を確保していくと同時に、緑の質を高める取組とし
て、市民や事業者等と行政で、緑の魅力や価値を共有し、協働により、地域全体で緑を
守り、育んでいくため、みどりの基本計画及び花とみどりのまちづくり構想に基づき、施策を
着実に実施していく。
・市内に残る貴重な緑を継続的に保全していくため市民と連携して管理していくとともに民
有地の緑地についても適切な支援のあり方についての検討や、当初指定の生産緑地地
区を都市農地として継続的に保全していくため、特定生産緑地地区に指定していただけ
るよう努めていく。
・景観計画に基づく施策を着実に実施していく。

・本市の主要な緑である樹木・樹林は、公園や街路樹、公共施設
等の公共の緑と、住宅地や事業者等の民有地の緑がほぼ同量を
占めており、民有地の緑も重要な存在となっている。引き続き、市
民の身近な緑や街路樹に対し、適切な管理を進めていくことが求め
られる。

　緑豊かな環境を創出するうえで公共施設が先導的な役割を果た
すために、市が管理する緑と水辺の適切な維持管理や公共施設の
緑化を推進する。また、民有地にある緑等については、開発事業等
における緑化の指導を推進するとともに、花壇や生け垣等の設置、
保護地区や保護樹木への支援を行う。また、引き続き市民や事業
者との連携、協働を図っていく。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括

435,182 496,540

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担

計（単位︓千円） 462,401 435,182 496,540

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
462,401

38
37
36
35
34
33
32
31
30
29
28
27
26
25
24
23
22
21
20
19
18
17
16
15
14
13
12 (仮称)宮戸二丁目公園整備事業 ー ー 16,384 継続
11 内間木公園拡張整備基本構想等策定事業 ー ー 18,280 継続
10 児童遊園管理事業 63,576 60,502 70,742 継続
9 児童遊園改修事業 7,469 9,615 9,868 継続
8 公園施設改修事業 49,977 83,802 112,863 継続
7 公園管理事業 278,612 229,782 226,756 継続
6 農業委員会運営事業【再掲】 ー ー ー 継続
5 市民農園事業【再掲】 ー ー ー 継続
4 生産緑地管理事業 5,683 5,780 4,672 継続
3 都市計画総務事務事業【再掲】 ー ー ー 継続
2 緑化推進事業 54,969 37,632 33,289 継続

R4決算見込み
1 みどりのまちづくり基金積立事業 2,115 8,069 3,686

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断

番号 施策を構成する事務事業名 総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円） 今後の方向性※R2決算 R3決算
継続



2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない

【外部評価委員会】
・新たな方法を取り入れて、緑地保全に取り組んでほしい。

　朝霞らしい魅力のある景観をつくり、守っていくために、黒目川の景観を保
全するとともに、斜面林や水辺に親しむ場の創出をさらに進める必要があ
る。また、生物多様性の保全、景観形成の観点から緑地を適切に管理し
ていくため、管理の担い手を育成し、技術を伝承していくことや、市民、事業
者との連携、協働により、みどりを守り、育てる担い手を増やしていく必要が
ある。

・シンボルロード版使い方ガイドブックの作成のための会議を開
始した。

【判断の根拠】
（説明）
ボランティア団体の総数としては、令和４年度は、１団体増
え、２２団体となった。
（公園等管理ボランティア１７団体、緑地管理ボランティア
５団体）

【継続】
・黒目川桜並木の維持管理を行った。
・令和４年度は朝霞の森秋まつりを開催した。
・緑化推進会議を開催した。
・わくわくどーむ前のふれあい花壇の維持管理を行った。
・シンボルロード管理運営を考える会議を開催した。

【外的要因】
　公園や緑地等の管理の担い手は、市民ボランティアである。
今後も市民にボランティア活動について関心をもっていただくよ
うに努める。

4 必 要 性

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況
【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調

21 21 22 25

公園や緑地を管理する市民ボランティア団体数 －

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）

指 標 １ 【まち・ひと・しごと】 指 標 2
公園・緑地管理ボランティア団体数（団体） －

（ア）暮らしやすさが実感できる都市機能の充実

関連課 まちづくり推進課、道路整備課

市内の緑地や河川で多様な生物を見ることができ、多くの市民が緑や水辺に親しんでいる。

まち・ひと・しごと目標 基本目標２　地域の特色を生かし魅力にあふれた選ばれるまちをつくる

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

532 うるおいのある生活環境づくり
担当課 みどり公園課

目 指 す 姿



︓

　

　　本市で保全されている緑と水辺の質を適切な管理により維
持、向上していくため、市民、事業者と連携、協働して緑地
管理等のボランティア活動を推進していくとともに、より多くの市
民・事業者が参加できる機会を創出し、みどりを守り、育てる
担い手を育てる。また、市民が緑と水辺に親しむことができる
環境を引き続き確保していく。

・本市には、市民に親しまれている黒目川をはじめとする河川、台地の縁に残る斜面
林、多くの湧水地など、豊かな緑や水辺が残されている。しかしながら、緑の減少傾向
が続いており、緑等の量を確保するとともに、質を維持、向上させていくことが重要であ
る。
・生活に潤いをもたらすためにも、市民が緑等に親しめる環境を確保していく必要があ
る。このため、みどりの基本計画、花とみどりのまちづくり構想及び景観計画に基づく施
策を着実に実施するとともに、今後も市内に残る貴重な緑を継続的に保全していくた
め、みどりを守り、育てる担い手となる市民等と一層の連携を検討していく。

・緑が減少傾向にあるため、緑を市民、事業者との連携、協働
で守り育て、質の維持・向上を図っていく必要があるが、担い手と
なる市民ボランティアの高齢化が進んでおり、参画者の裾野を広
げていくことが課題である。

・潤いのある生活環境づくりを進めるうえで公共施設が先導的な
役割を果たすために、県と連携して黒目川等の河川の景観や環
境を維持するとともに、市が管理する緑と水辺の適切な維持管
理や公共施設の緑化を推進する。また、市民、事業者が行う植
樹等の事業や樹林地の管理活動をはじめとする緑地保全、緑
化推進、景観形成等を支援する。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括

13,130 14,611

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担

計（単位︓千円） 12,994 13,130 14,611

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
12,994

38
37
36
35
34
33
32
31
30
29
28
27
26
25
24
23
22
21
20
19
18
17
16
15
14
13
12
11
10
9
8
7 内間木公園拡張整備基本構想等策定事業【再掲】 - - - 継続
6 公園管理事業【再掲】 - - - 継続
5 基地跡地暫定利用事業【再掲】 - - - 継続
4 緑化推進事業【再掲】 - - - 継続
3 都市計画総務事務事業【再掲】 - - - 継続
2 黒目川桜並木管理事業 4,538 5,101 5,642 継続

R4決算見込み
1 花の植栽事業 8,456 8,029 8,969

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断

番号 施策を構成する事務事業名 総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円） 今後の方向性※R2決算 R3決算
継続



2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない

【外部評価委員会】
緑地保全については、生産緑地等の既存の制度だけでは限
界があると思うので、例えばクラウドファンディング等、新たな方
法を取り入れながら展開してほしい。

･朝霞ならではの魅力ある景観を形成し、住みたい、住み続けたい
まちとしていくため、景観計画に位置づけられた施策を着実に実施す
るとともに、景観審議会や景観づくり団体等との意見交換会を継続
的に実施する必要がある。

・景観形成補助金を活用して整備した島の上公園展望テラス及び
　黒目川さくらテラスに周辺景観と調和した看板を設置した。
・みどり豊かなまちづくりに資する寄附型自販機を市内公共施設６
  か所に設置した。
・景観の届出対象規模の見直しを実施（一戸建て住宅と小規模
　建築物届出除外）

【判断の根拠】
・景観届出内容規模の見直しを行い、４月１日より運用を開始し
　た。
・景観形成補助金を景観づくり団体に交付した。
・みどりのまちづくり基金については、寄附型自販機による売上金の
　一部の他、寄付金・募金額により目標を達成した。
・建築基準法における完了検査について、受検したすべてが合格と
　なり、良好な建築行政の運営が図られた。

【継続】
・黒目川桜並木の清掃、除草、遊具等点検及び仮設トイレの設
　置、提灯及び灯篭の設置などを行った。
・みどりのまちづくり基金の募金活動及びPR活動を実施した。

【外的要因】

4 必 要 性

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況
【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調

ー ー ー 55

市民意識調査の結果報告書の景観の満足度（満足している、
まあ満足しているの合計割合）

－

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）

指 標 １ 指 標 2
景観の満足度（％） －

関連課 開発建築課、みどり公園課、道路整備課

朝霞らしい魅力ある景観をみんなでつくり、守ることで、誰もが住み続けたい、訪れたいと感じられるまちとなっている。

まち・ひと・しごと目標 　―

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

533 まちの魅力を生み出す景観づくり
担当課 まちづくり推進課

目 指 す 姿



︓

　

　・景観計画に位置づけられた施策の推進に向けて、景観審議会の
　開催及び景観づくり団体との意見交換会を継続的に開催する
　とともに、市民・事業者・行政の連携、協働を進める事業を引き
　続き検討する。
・黒目川桜並木や黒目川まるごと再生プロジェクトで整備された広
　場等の管理を適切に行う。
・シンボルロード周辺エリアは公共空間の利活用を軸に居心地が
　良く歩きたくなるまちなか形成や魅力あるエリア創出などを目指す。

・良好な景観形成のため、景観重点づくり地区等において適
切に制度の運用を実施するほか、景観形成補助金等の支
援制度の周知活用をはかる。
・景観づくり団体との連携を図り、市民・事業者・行政による
景観づくりを支援していく。

・景観まちづくりは、地域の実情に沿った個性あるまちづくりを推進す
るため、市民参加は必要不可欠であり、市民・事業者・行政が連
携、協働して取り組んでいく必要がある。
・特別緑地保全地区等の緑地の管理を市民団体が担っているが、
高齢化が進んでおり後継者の育成等が必要である。今後は、さらに
市民参画を高めていく必要がある。

・景観まちづくりは、市民・事業者・行政が協働で取組む必要があ
　る。
・景観重点地区であるシンボルロード周辺エリアについては、様々な
　ステークホルダーが集い、公園、街路等のパブリック空間の活用を
　軸とした新しいまちなかづくりについて官民連携で取組を進める必
　要がある。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括

17,015 10,061

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担

計（単位︓千円） 13,162 17,015 10,061

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
13,162

38
37
36
35
34
33
32
31
30
29
28
27
26
25
24
23
22
21
20
19
18
17
16
15
14
13
12
11
10
9
8
7
6
5 建築行政事業【再掲】 ー ー ー 継続
4 黒目川桜並木管理事業【再掲】 ー ー ー 継続
3 みどりのまちづくり基金積立事業【再掲】 ー ー ー 継続
2 都市計画総務事務事業【再掲】 ー ー ー 継続

R4決算見込み
1 景観まちづくり推進事業 13,162 17,015 10,061

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断

番号 施策を構成する事務事業名 総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円） 今後の方向性※R2決算 R3決算
継続



関連課 環境推進課、下水道施設課、道路整備課

自然との共生や地球環境への負荷を軽減する観点から、全ての人や生き物にやさしく、環境面への配慮が行き届いたまちと
なっている。

まち・ひと・しごと目標 　―

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

534 循環型社会を目指した環境にやさしいまちづくり
担当課 まちづくり推進課

指 標 １ 指 標 2
雨水流出抑制施設設置割合（％） －

開発事業件数に対する雨水流出抑制施設の設置割合 －

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）
100 100 100 100

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況
【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調

【判断の根拠】
・太陽光発電システムや蓄電池、雨水貯留槽等の設置に対
し補助金を交付し、地球温暖化対策を実施することができ
た。
・水路の清掃などを適切に行うことにより、水害の被害を抑制
することができた。
・谷津地調整池において志木市が維持管理で支出した費用
について負担割合に応じて支出した。
・市内公共施設での温室効果ガスの排出の削減を行い、市
が先導して温暖化対策に取り組む姿勢を示せている。

【継続】
・市民からの通報や職員のパトロールにて発見した水路に泥
が堆積している箇所の清掃を委託した
・環境に配慮した創エネ・省エネ設備の普及を推進するため、
太陽光発電システム、エネファーム、蓄電池、雨水貯留槽の
設置費用に対し補助金を交付した。
・市有施設の屋根貸しによる太陽光発電を３施設で実施し
た。
・市役所公用車駐車場に電気自動車用急速充電気を設
置し供給した。

【外的要因】

4 必 要 性
2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない

【外部評価委員会】
・緑地保全は、CO2の減少に関係し、低炭素・循環型社会
の推進に重なる問題もあるので、担当課の枠を越え、全体的
なものとして取り組んでもらいたい。

・近年、多発するゲリラ豪雨や台風など自然災害に対する危
機意識が高まっている。
・市民の命と財産、安心と安全を守るため、雨水流出抑制
対策の必要性は高い。
・温暖化対策を推進するため、温室効果ガスの排出を抑制
することは、今後の重要な課題となる。

目 指 す 姿



︓

　

　

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断

番号 施策を構成する事務事業名 総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円） 今後の方向性※R2決算 R3決算
継続

2 再生可能エネルギー普及推進事業【再掲】 ー ー ー 拡充

R4決算見込み
1 水路管理事業 3,266 2,146 3,072

4 地球温暖化対策推進事業【再掲】 ー ー ー 継続
3 都市計画総務事務事業【再掲】 ー ー ー 継続

6
5

8
7

10
9

12
11

14
13

16
15

18
17

20
19

22
21

24
23

26
25

28
27

30
29

32
31

34
33

36
35

38
37

2,146 3,072

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担

計（単位︓千円） 3,266 2,146 3,072

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
3,266

・水路や桝の清掃など、適切な管理を行い、水害による被害を予
　防していく。
・循環型社会の構築を目指すため温暖化対策（太陽光発電設
　置費補助、電気自動車充電器有料利用、各種啓発活動）に
　ついては引き続き継続する。
・次世代自動車の普及促進を図るため、市に設置している電気自
　動車用急速充電器の周知を図るとともに、創エネ、省エネ設備
　等の補助について近隣市の状況などを調査検討してく。

・道路や公園等の公共空間等の整備には自然環境が有す
る多様な機能を活用するグリーンインフラの考えに基づき整備
を推進していく。
・循環型社会の形成には行政・企業・個人がそれぞれの役割
に応じて３Rを実践していくことが求められており、このため広
報あさか、市ホームページ、SNS等の有効活用により、効果
的な啓発を行う必要がある。

・市民や事業者に地球温暖化について関心を持ってもらうた
め、継続して広報、ホームページ、SNS等を有効活用し、効
果的な啓発を行う必要がある。
・水路への不法投棄が多いため、巡回や点検を適切に実施
する必要がある。

・災害時には自助、共助、公助が互いに連携し一体になるこ
とで、被害が最小限になるとともに、早期の復旧・復興につな
がるものとなります。また循環型社会の形成には行政、企業、
個人がそれぞれの役割に応じて３Rを実践していくことが求め
られています。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括



関連課 　―

適正な宅地利用がなされ、防災、健康、衛生環境面などに配慮した、バランスのとれた住環境のあるまちが形成されている。

まち・ひと・しごと目標 　―

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

541 特性に応じた市街地づくり
担当課 まちづくり推進課

指 標 １ 指 標 2
（仮称）あずま南地区土地区画整理事業整備進捗率
（％）

－

同地区整理事業における事業費ベースの整備進捗率 －

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）
ー ー ー 66

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況
【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調
・官民連携によるまちなか再生のため、北朝霞・朝霞台駅周辺エリ
アにおいて、エリアプラットフォームの構築、未来ビジョンの策定に向け
て検討を開始した。

【判断の根拠】
・都市計画法、開発手続条例、建築基準法、屋外広告物条例、
　景観条例等に基づく適正な運用により、基準に適した良好な住
　環境が整備・確保された。
・組合施行の区画整理事業に対し援助を行い、良好な市街地形
　成に寄与することができた。
・生活道路の安全と道路環境の改善を図るため歩道整備や自転
　車通行帯などの整備を実施した。

【継続】
・あずま南地区土地区画整理事業準備組合の事業内容が、都市
　計画マスタープランの方針に即していることから、埼玉県と連携し、
　都市計画変更の手続きを開始した。
・あずま南地区土地区画整理準備組合が行っている区画整理事
　業に対して、土地区画整理法に基づく技術支援を行った。
・都市計画法第２９条等に基づく届出、審査、許認可、確認、
　証明書の交付及び検査を行った。
・建築基準法等に基づく相談、審査、許認可、現場確認等を行っ
　た。
・市道の改良工事を行い、側溝清掃や違反広告物の撤去を行っ
　た。

【外的要因】

4 必 要 性
2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない

・あずま南地区土地区画整理事業については、交通の利便性を活
　かした工業系の土地活用を目指し、引き続き技術支援を行う必
　要がある。
・公園が不足している地域や住宅が密集している地区での公園整
　備など、今後の公園整備のあり方を検討する必要がある。

目 指 す 姿
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５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断

番号 施策を構成する事務事業名 総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円） 今後の方向性※R2決算 R3決算
継続

2 都市計画総務事務事業【再掲】 ー ー ー 継続

R4決算見込み
1 あずま南地区土地区画整理推進事業 5,430 5,679 4,064

4 開発許可等指導事業 22,733 22,223 31,624 継続
3 道路施設維持管理事業【再掲】 ー ー ー 拡充

6 建築行政事業 23,679 22,528 25,950 継続
5 道路改良事業【再掲】 ー ー ー 継続

8
7 住宅政策事業【再掲】 ー ー ー 継続

10
9

12
11

14
13

16
15

18
17

20
19

22
21

24
23

26
25

28
27

30
29

32
31

34
33

36
35

38
37

50,430 61,638

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担

計（単位︓千円） 51,842 50,430 61,638

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
51,842

・あずま南地区土地区画整理事業の推進を図るために、組合に対
　して必要な技術的援助や補助金の交付を行う。
・都市計画法や建築基準法等の関係法令に基づく、審査、許認
　可、指導、相談などを適正に行う。
・道路整備基本計画に基づき、効率的な道路整備を推進する
　必要がある。

・あずま南地区土地区画整理事業組合と連携を図り、円滑に事
業を推進していくため適切な技術援助を行う。
・道路整備基本計画に基づき、効率的に市民にとって身近なインフ
　ラである道路整備を推進するとともに交通安全施設の充実に努
　めていく。

・防災機能を向上させるため、挟あい道路の拡幅やオープンスペー
　スの確保が必要である。
・あずま南地区土地区画整理事業は、令和４年９月に都市計画
　変更及び組合認可の告示をし、土地区画整理事業に着手、引
　き続き技術支援を行うなど市も一体となり取り組む必要がある。
・公園が不足している地域の公園整備については、機会を捉えて公
　園用地の確保に努める必要がある。

・街路や公園、シンボルロードなど公共空間をにぎわいとコミュニ
　ティの場所として有効活用するなど、官民連携による魅力あ
　るまちなかづくりを推進する必要がある。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括



関連課 上下水道総務課、まちづくり推進課

水道事業の経営が安定し、適正な水道料金で安全・安心な水が安定的に供給され、また、水道施設の耐震化を計画的に
進めることにより、災害に強い水道施設になっている。

まち・ひと・しごと目標 　―

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

551 上水道の整備・充実
担当課 水道施設課

指 標 １ 指 標 2
基幹管路の耐震化率（上水道）（％） －

市内給水の幹線となる重要管路の耐震化の割合 －

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）
51.6 56.3 56.3 62.7

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況
【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調
・令和4年度から令和８年度まで、耐震化事業と老朽管更
新事業を合わせて、年間５キロメートル整備することとした。
・市民向けに水道事業全般について説明する「水道事業パ
ネル展」を開催した。

【判断の根拠】
・令和２年度に策定から１０年が経過した「朝霞市水道事業耐
震化計画」を見直して、新たに基幹管路を設定。１４２地点の
ボーリングデータにより、地盤強度から耐震適合管を抽出した。
・今後増大する老朽管への対応も重要となるため、耐震化事業と
老朽管更新事業を合わせて年間５キロメートルの工事を実施する
こととし、今年度は予定通り進んでいる。
・令和４年度は、耐震化事業と老朽管更新事業を合わせて
約5.3キロメートル実施した。

【継続】
・耐震化事業︓市道２００３号線配水本管布設替工事
・老朽管更新事業等︓市道２１４２号線配水管布設替工事　他１７か所
・泉水浄水場No６配水ポンプ他更新工事
・岡浄水場計装設備更新工事

【外的要因】

4 必 要 性
2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 3 ④ ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない

該当なし ・安心・安全な水道水の安定供給は水道事業者の責務である。
・水道は電気、ガス、通信等と同様に市民生活や社会経済活動を支える
重要なインフラであり、地震等の非常事態においては、生命の維持など安
定供給する必要があるほか、水道施設が被災しても速やかに復旧できる体
制を確保することが求められている。
・耐震化事業や老朽管更新事業、浄水場更新事業は計画的に進める必
要がある。

目 指 す 姿
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５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断

番号 施策を構成する事務事業名 総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円） 今後の方向性※R2決算 R3決算
継続

2 浄水場維持管理更新事業 1,084,273 1,207,240 1,549,356 継続

R4決算見込み
1 水道施設耐震化・老朽管更新事業 407,590 329,370 623,798

4 都市計画総務事務事業【再掲】 - - - 継続
3 導水管・配水管・給水管維持管理事業 116,167 104,465 120,543 継続

6 水道事業健全運営事業 178,206 167,201 174,210 継続
5 水道庁舎維持管理事業 23,552 21,857 26,422 継続

8
7

10
9

12
11

14
13

16
15

18
17

20
19

22
21

24
23

26
25

28
27

30
29

32
31

34
33

36
35

38
37

1,830,133 2,494,329

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担

計（単位︓千円） 1,809,788 1,830,133 2,494,329

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
1,809,788

・今後も、令和４年度と同様、耐震化事業と老朽管更新事
業を合わせて年間５キロメートル整備する。

・水道事業は、老朽管や浄水場の更新事業、電気代など、
維持管理コストが増大している。今後においても、コスト意識
をもった計画、施工に努めていく。

・令和3年度末で老朽管の延長は29キロメートルとなった。
・令和４年度から１０年間で老朽管の延長は６０キロメー
トル増加し、さらに令和１４年度から１０年間では、老朽管
の延長は５６キロメートル増加する。
・耐震化と合わせて老朽管の更新も喫緊の課題である。

・配水管は行政が主体となって整備するが、未整備路線や宅地
開発において事業者等が整備する場合には、行政と事業者等
の協議が必要となる。
・水道施設の耐震化工事、濁り水の発生時などでは、地域住
民の理解と協力が必要である。
・私道内給水管の布設替に補助金を交付している。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括



2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 3 ④ ・・・ 社会的なニーズは増加傾向にある

　 　下水道施設の老朽化に対応するため、計画的かつ経済的に修
繕、改築を行う必要がある。
　局地的かつ短時間での豪雨が頻発する傾向にあり、内水被害が
発生していることから、今後も引き続き浸水対策を行う必要がある。
　生活環境の改善や水質保全のため、引き続き下水道整備を実
施する必要がある。

　あずま南地区の土地区画整理事業による市街化区域への
編入に伴い、雨水・汚水ともに下水道事業計画区域内への
変更手続きを行った。

【判断の根拠】
　朝霞市ストックマネジメント計画に基づき、管路点検約32
㎞を実施したほか、修繕改築工事を行った。
　旧暫定逆線引き地区内にある下水道未整備区域に、汚
水管を整備した。
　朝霞市雨水管理総合計画に重点対策地区として位置付
けられている溝沼地区において、引き続き調整池築造工事を
行った。

【継続】
・汚水管工事延長約152ｍ
・雨水管工事延長約171ｍ
・既設下水道管の維持管理　マンホール蓋交換52か所
・ポンプ場、排水機場の維持管理
・開発事業等における指導検査件数22件
・雨水流失抑制施設設置状況　浸透トレンチ約1,066㎥
　浸透桝約27㎥　貯留槽311㎥
・朝霞市雨水管理総合計画の促進
・朝霞市ストックマネジメント計画の推進
・水害時対応訓練の実施

【外的要因】
　気候変動の影響等により、局地的かつ短時間での豪雨等
が頻発し、内水被害が発生するリスクが増加している。

4 必 要 性

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況
【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調

実施設計 0.06 0.09 1.05

朝霞市下水道ストックマネジメント計画に基づき、修繕や改築を
実施する管渠延長

－

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）

指 標 １ 指 標 2
老朽化管渠の修繕改築工事延長（下水道）（km） －

関連課 上下水道総務課、環境推進課、まちづくり推進課、道路整備課

・公共用水域の水質が保全され、清潔で快適な環境づくりを推進するとともに、雨水管の整備や雨水の流出を抑制することな
どにより、豪雨時においても浸水被害が少ないまちとなっている。
・下水道施設の更新を計画的に進めることにより、下水道事業の持続的な運営が図られている。

まち・ひと・しごと目標 　―

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

552 公共下水道の整備
担当課 下水道施設課

目 指 す 姿



︓

　

　　朝霞市下水道ストックマネジメント計画に基づき、修繕、改築を計画的に
推進する。
　朝霞市雨水管理総合計画に基づき、局地的な豪雨等による浸水被害
を軽減するための対策を推進する。
　旧暫定逆線引き地区の市街化区域編入に伴い、公共下水道の整備を
引き続き行っていく。
　下水道施設の施設更新の投資費用と、それに必要な財源が均衡する健
全経営に務める。

　下水道施設の更新事業については、朝霞市下水道ストック
マネジメント計画に基づき、更新事業を進めていく。
　浸水被害軽減のため、朝霞市雨水管理総合計画に基づ
き、浸水対策を進めていく。
　下水道施設の整備、再構築には、多額の費用を要すること
から、財政収支バランスを踏まえた経営に努める。

　下水道施設の整備、再構築には多額の費用を要すること
から、引き続き国庫補助金などの財源の確保に努める必要が
ある。
　旧暫定逆線引き地区内の汚水管整備については、整備に
必要な路線の幅員が狭いなどの要因から、道路拡幅に併せ
て工事を実施していく必要がある。

　公共下水道工事は行政が主体となって整備を行うが、個人や
事業所等が水洗化工事を行い、利用することにより目的が達成
されるため、水洗化への周知、啓発に努める。
　宅地等の雨水を敷地内で浸透させるなどの雨水の流出を抑
制する対策も重要であることから、引き続き市民への周知、啓発
に努める。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括

1,517,291 2,029,537

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行 政 と 市 民 の役割分担

計（単位︓千円） 1,702,999 1,517,291 2,029,537
総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
1,702,999

38
37
36
35
34
33
32
31
30
29
28
27
26
25
24
23
22
21
20
19
18
17
16
15
14
13
12
11
10 合併処理浄化槽設置促進事業【再掲】 - - - 継続
9 下水道事業健全運営事業 1,046,582 942,797 1,170,596 継続
8 水路改修事業【再掲】 - - - 継続
7 地球温暖化対策推進事業【再掲】 - - - 継続
6 雨水整備事業 303,847 176,948 274,676 継続
5 排水機場維持管理事業 116,212 26,235 144,996 継続
4 都市計画総務事務事業【再掲】 - - - 継続
3 朝霞市下水道ストックマネジメント計画推進事業 33,546 22,557 31,346 継続
2 下水道維持管理事業 128,367 121,838 142,796 継続

R4決算見込み
1 汚水整備事業 74,445 226,916 265,127

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断

番号 施策を構成する事務事業名 総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円） 今後の方向性※R2決算 R3決算
継続



関連課 危機管理室、水道施設課、下水道施設課、開発建築課、みどり公園課、道路整備課

地域における防災対策が進み、地震・火災・水害の被害を最小限に抑えられるまちになっている。また、防犯環境づくりが進
み、犯罪が起きにくいまちになっている。

まち・ひと・しごと目標 　―

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

561 災害や犯罪に強いまちづくり
担当課 まちづくり推進課

指 標 １ 指 標 2
防火地域・準防火地域の指定地区数（地区） －

目標年度において指定している防火地域・準防火地域の地区
数

－

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）
10 10 10 12

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況
【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調
・立地適正化計画の防災指針に住宅密集地について、明確に位
置づけを行った。
・市内の在住在勤の応急危険度判定士で民間の有資格者に新た
に導入されたマッチングシステムによる参集連絡訓練を実施。（有
資格者８８名　返信１２名（１３．６％））

【判断の根拠】
・あずま南土地区画整理事業地内において準防火地域の指定を
　実施した。
・建築物の地震対策として、耐震診断、耐震改修に係る補助金申
　請があり、危険ブロック塀等の撤去に対しても補助金を交付した。
・道路照明灯の全灯ＬＥＤ化を実現し、維持管理費の削減を
　図っている。

【継続】
・耐震診断や耐震改修、危険ブロック塀等撤去工事に対し補助
　金を交付した。
（耐震診断１件、耐震改修工事１件、危険ブロック等撤去１３件）
・道路照明灯のLED化や修繕を行った。また、道路照明灯を新規
  に設置した。
・上内間木地内の水路浚渫工事、下内間木地内の水路改修工事を実
施した。
・道路整備基本計画に基づき道路買収を進め歩道等を整備した。
・青色防犯パトロールカーの運行を実施及び防犯灯LED化促進事
 業費などの事業に補助金を交付した。

【外的要因】

4 必 要 性
2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない

・近年、多発するゲリラ豪雨や台風など自然災害に対する危機意
　識が高まっている。
・地震被害軽減のため、建築物の耐震化や危険ブロック塀の撤去
　が求められている。
・犯罪などが起りにくい地域環境のため、自治会や町内会等による
　防犯活動や地域防犯パトロール等の推進など、地域と行政が
　連携して対処していく必要がある。

目 指 す 姿



︓

　

　

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断

番号 施策を構成する事務事業名 総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円） 今後の方向性※R2決算 R3決算
継続

2 建築物耐震化促進事業 17,671 14,921 13,513 継続

R4決算見込み
1 安全なまちづくり推進検討事業 1,939 3,029 3,695

4 落橋防止対策事業 1,551 1,514 1,478 継続
3 水路改修事業 23,633 12,152 21,810 継続

6 シンボルロード管理事業【再掲】 ー ー ー 継続
5 都市計画総務事務事業【再掲】 ー ー ー 継続

8 道路用地取得事業【再掲】 ー ー ー 継続
7 建築行政事業【再掲】 ー ー ー 継続

10 道路照明灯整備事業 75,790 80,641 83,253 継続
9 道路改良事業【再掲】 ー ー ー 継続

12 公園施設改修事業【再掲】 ー ー ー 継続
11 防犯対策推進事業【再掲】 ー ー ー 継続

14 空き家対策事業 9,910 9,680 9,039 継続
13 児童遊園改修事業【再掲】 ー ー ー 継続

16
15

18
17

20
19

22
21

24
23

26
25

28
27

30
29

32
31

34
33

36
35

38
37

121,937 132,788

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担

計（単位︓千円） 130,494 121,937 132,788

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
130,494

・建築物の耐震化や危険ブロック塀等の撤去に関する補助金の活
　用について、効果的な周知・啓発を進め、更なる耐震化を促進し
　ていく。
・応急危険度判定士のマッチングシステムの登録を県と連携しながら周知に
努めていく。
・落橋防止対策については、対策が完了していない橋梁に対し
　事業化を進めていく。
・空き家対策については、実態調査の課題を整理しつつ空き家対
　策計画の策定に向けて必要な準備を進めていく。

・防災減災に関連する道路整備は、道路整備基本計画に基づ
　き、効率的な整備を推進していく。
・建築物の耐震化や危険ブロック塀等の撤去に関する補助金の活
　用について、効果的な周知・啓発を進めていく。
・災害時には、自助、共助、公助が互いに連携し一体となるこ
　とで、被害を最小限にできるとともに、早期の復旧につながることか
　ら、それぞれの役割と取り組むべき内容について周知・啓発に努
　めていく。

・橋梁や歩道橋は一斉に老朽化しつつあり、計画的な補修補強に
　より長寿命化を進め、維持管理費を縮減する必要がある。
・都市計画道路は、交通処理機能の増強だけでなく、都市内で連
　続した公共空間を提供し、延焼を防止する等の防災空間、緑地
　等による環境空間といった多様な機能を担うことから、それらの機
　能の早期発現が求められている。
・防災や防犯をより一層進めるためには、関係行政機関との連携を
　推進するとともに、自助、共助の意識高揚が必要である。

・災害時には、自助、共助、公助が互いに連携し一体となること
　で、被害を最小限にできるとともに、早期の復旧につながることか
　ら、それぞれの役割と取り組むべき内容について周知・啓発する
　ことが重要となる。
・地域の犯罪の予防を図るため、行政機関、自治会、ＰＴＡ、市
　民団体等の地域団体と相互に連携し、長期的な視点に立って、
　安心・安全なまちづくりを一体となって進める必要がある。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括



関連課 財産管理課、長寿はつらつ課、開発建築課

全ての人にやさしく、安心して、安全・快適に暮らせる、配慮が行き届いたまちとなっている。

まち・ひと・しごと目標 　―

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

562 全ての人にやさしいまちづくり
担当課 まちづくり推進課

指 標 １ 指 標 2
「障害のある人に配慮した道路・建物・駅などの整備」の不満
度（％）

－

第５次朝霞市障害者プラン及び第５期朝霞市障害福祉計画の策定
時に、障害福祉課で実施したアンケート結果による不満度の割合

－

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）
29 ー ー 17

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況
【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調

【判断の根拠】
・高齢者や住宅に困窮している低所得者の居住を確保するため、
　コンフォール東朝霞団地の一部（５０戸）を都市再生機構
　から継続して借り上げ、低廉な住宅供給を行うことができた。
・利用者が、安心安全に、そして快適に利用できるように公共施設
　の新築工事や改修工事においては、地域の景観やユニバーサル
　デザイン、グリーンインフラ等に配慮し設計を行った。

【継続】
・地域公共交通協議会を開催し、市民や関係機関と協働で地域
　公共交通計画の施策を推進した。
・高齢者住宅の契約や住宅改善費の補助、また住替え家賃の補
　助を行った。
・市営住宅における入居者の管理、補欠登録の募集、入退去者
　の事務手続きを適切に行うとともに、市営住宅庁内あり方検討委
員会を開催した。
・認知機能、身体機能の低下等により、安全運転に不安のある市
　民に対して、運転免許自主返納啓発事業を実施し、市内循環
バス回数券等を交付した。

【外的要因】

4 必 要 性
2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない

【外部評価委員会】
・朝霞台駅駅舎のバリアフリー化について、なるべく早い時期
に着手するよう東武鉄道と協議してほしい。

・住宅に困窮する低所得者や高齢者などに対して、市営住宅や高
　齢者住宅の確保が必要である。
・高齢化の進展など、誰でも移動しやすい環境や公共交通をはじ
　めとする移動手段確保のニーズが高まることが予想される。
・高齢者や障がい者などが暮らしやすい住環境となるよう、今後住
　宅のリフォーム補助の需要は高まる。
・公共交通を補完する新たな交通体系の需要が高まる。

目 指 す 姿



︓

　

　

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断

番号 施策を構成する事務事業名 総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円） 今後の方向性※R2決算 R3決算
継続

2 交通施策推進事業【再掲】 ー ー ー 継続

R4決算見込み
1 都市計画総務事務事業【再掲】 ー ー ー

4 歩道整備事業【再掲】 ー ー ー 継続
3 市内循環バス運営事業【再掲】 ー ー ー 継続

6 住宅政策事業 66,427 67,220 67,653 継続
5 営繕行政事業【再掲】 ー ー ー 継続

8
7 高齢者住宅支援事業【再掲】 ー ー ー 継続

10
9

12
11

14
13

16
15

18
17

20
19

22
21

24
23

26
25

28
27

30
29

32
31

34
33

36
35

38
37

67,220 67,653

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担

計（単位︓千円） 66,427 67,220 67,653

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
66,427

・高齢化社会に対応するため、継続的な市営住宅の確保のあり方につい
　て検討を行うとともに、建築物のバリアフリー化、ユニバーサルデザイン化
　の普及啓発に努める。
・公共交通空白地区の改善に取り組むとともに、利用実態に応じた市内
　循環バスの運行計画や弾力的な運行体制の見直しを検討し、快適に
　利用できる都市交通システムの構築や、まちづくりと一体となった持続可
　能な交通体系の構築について検討していく。
・朝霞台駅へのエレベーターの設置やバリアフリー化に向けて、引き続き、
　東武鉄道と連携し取り組んでいく。

・コンフォール東朝霞団地の一部の借り上げ期間満了を見据え、今
後の市営住宅のあり方について検討し、関係者と十分な協議を進
める。
・地域公共交通計画に基づく、公共交通空白地区の改善や市内
循環バスの運行計画の見直しについては、地域公共交通協議会と
協議を行うとともに、利用実態に応じた形になるよう検討していく。
・朝霞台駅へのエレベーターの設置は、引き続き、東武鉄道と連携
し、速やかな工事着手に向けて取り組んでいく。

・市営住宅の確保について、現在の市営住宅の借上げ期間満了
　後も低廉な家賃で供給できる住宅確保が求められることから、中
　長期的な市営住宅のあり方について検討を行う必要がある。
・新型コロナウイルスの影響により、公共交通利用者が減少している
　中、持続可能な公共交通の確保のため、効率性や収益性が課
　題となっている。
・公共交通空白地区を改善し、面的な交通ネットワーク構築のた
　め、地域住民と一体となって運行計画を作成する必要がある。

・改正セーフティーネット法の趣旨をふまえ、住宅確保要配慮者が
　民間賃貸住宅に入居しやすくなるよう制度、仕組み等について情
　報提供する。
・公共交通関係では、公共交通空白地区を改善し、市内の面的
　な交通ネットワーク構築のため、導入ガイドラインに基づき、地域
　住民と一体となって運行計画を作成する必要がある。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括



・商店街の賑わいを創出し、活性化を支援するため、商店会が実施するイ
ベント等の事業や街路灯の整備、維持管理に要する費用などについて支
援を行った。
・中小小売商業高度化事業構想推進事業費補助金として、TMO（タウ
ンマネージメント機関︓朝霞駅周辺のまちづくりを横断的、総合的に調整・
推進・運営する機関）認定事業者（朝霞市商工会）に対し助成を行っ
た。
・新型コロナウイルス感染症で打撃を受けている事業者への支援、また、商
工会の協力のもと、市独自で、「プレミアム付商品券」発行事業を実施し
た。

2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない

　地域で使用できるクーポン券を全市民に配布することで、市
内事業所を支援し、市内の消費を喚起した。 　指標１については、増加傾向で推移している。

　指標２については、順調に推移している。
　また、商工会や商店会の運営面においては、補助支援する
ことで、商工機能の充実を進めていく。

【まち・ひと・しごと】
　空き店舗を活用した出店につながるよう店舗等リフォーム資
金補助金の交付により、空き店舗解消とともに、起業支援や
商店街の活性化などを図った。なお、店舗等リフォーム資金
補助金利用の際には、地元商店会への加入も呼び掛けてい
る。

【外的要因】
　コロナウイルス感染症の影響による各商店会のイベント等の
制限が緩和された。

4 必 要 性

571 魅力ある商業機能の形成

・誰もが安心して買い物ができ、賑わいのある魅力的な商店街となっている。また、商店街が実施する活性化事業等により中
心市街地が活性化され、その波及効果により市全体の経済活動が活発になっている。
・少子高齢化や市民のライフスタイルの変化に伴う、市民ニーズにマッチした買い物環境が整備されている。

商店街活性化事業実施数（回） 市の支援による空き店舗の活用件数（累計）（件）

商店街活性化推進事業補助金の交付対象となる事業の実施
回数

空き店舗を活用して創業した事業者の内、市の補助金や融資
などの支援を受けた累計事業者数

　商店街は「地域コミュニティの核」であり、また身近な商業集
積地として地域に必要な存在であり、商店会が実施する事
業への支援は引き続き必要である。

　空き店舗対策事業にますます取り組むことや、商工会や商
店会だけでなく、商業系の催しを積極的に行うような団体に
広く補助することが街の活性化に繋がる。

【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調
【判断の根拠】

【継続】

13 16 23 24 1 2 1 3

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況

（ア）暮らしにマッチした生活環境の創造

指 標 １ 指 標 2 【まち・ひと・しごと】

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

担当課 産業振興課
関連課 　―

まち・ひと・しごと目標 基本目標１　産業の振興により市民生活と調和した豊かな暮らしを実現する

目 指 す 姿



︓

　

　　商工会や商店会の運営面において支援することで、市民の
求める商工機能が充実され、また、地域コミュニティの核として
商店街の活性化を図っていく。
　中心市街地の活性化に向けたTMO構想事業の推進を図
るとともに、産業振興基本計画を推進する。

　中心市街地活性化や地域コミュニティの核としての商店街
の機能向上を図るため、産業振興基本計画に基づき、商工
会や商店会などと連携し、魅力あるまちづくりを推進する。

番号 施策を構成する事務事業名 今後の方向性※

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担
　商業・工業・農業を含めた総合的な産業振興の推進が課
題となる。

　事業の実施については、各商店会や商工会などの取り組みを
尊重し、引き続きイベント活動など運営面への支援を行う。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括

計（単位︓千円） 6,124 7,162 9,918

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
6,124 7,162 9,918

37
38

35
36

33
34

31
32

29
30

27
28

25
26

23
24

21
22

19
20

17
18

15
16

13
14

11
12

9
10

7
8

5
6

3 シティ・セールスイベント事業 1,308 824 2,947 継続
4

1 商店会支援事業 4,816 6,338 6,971 継続
2 商工会支援事業【再掲】 - - - 継続

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断
総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円）
R2決算 R3決算 R4決算見込み



施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

担当課 産業振興課
関連課 　―

まち・ひと・しごと目標 基本目標１　産業の振興により市民生活と調和した豊かな暮らしを実現する
（イ） 生活を支える産業の活性化

指 標 １ 指 標 2 【まち・ひと・しごと】

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）
6 12 15 55 2 0 0 11

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況

　事業者への融資・奨励金等の交付を行うことは、コロナ禍に
おける事業継続に欠かせない大切な支援活動である。セミ
ナーや支援を実施する際に、人数実績だけに捉われることな
く、どのような方が関心を持っているのか、その人たちが何に期
待をしているのかを細かく分析することで次に繋がっていく。

【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調
【判断の根拠】

【継続】

572 中小企業の経営基盤の強化

・朝霞市商工会等と連携しながら、中小企業を中心とした市内企業に経営支援を行うことにより、経営基盤が強化され、市
内の産業が活性化されている。
・子育てや買物支援等の地域における課題解決や生活の質等の向上にも応えるコミュニティ・ビジネスの育成が図られている。

中小企業融資実行件数（件） 子育てや医療・福祉等の市民生活を高める産業の事業者への
融資件数（累計）（件）

市の中小企業融資制度の実行件数 保育園や病院など、市民生活の質を高める子育てや医療・福祉
等事業者への累計融資件数

　中小企業の経営状況は依然として厳しい状態であるものと
見受けられ、商工会や関係機関を通して人材育成や情報
収集を行うとともに、消費者の求めている企業の経営ができる
よう、引き続き融資制度を行うほか、相談事業を実施するな
ど、必要な支援を行っていく必要がある。

・中小企業融資制度を活用している方で、対象の方に、利子を補
助した（1年に支払った額の7/7・コロナウイルス感染症対策）。
・商工会との連絡調整会議を定期的に開催した。
・起業家育成相談及び起業家育成支援セミナーを開催した。
・市内事業者を利用し、税込10万円以上の住宅リフォーム工事を
する市民に、リフォーム費用の一部を補助した（工事費の5％、限
度額5万円）。
・新型コロナウイルス感染症の影響を受けた市内企業者、事業者を
対象に経営相談を実施した。

2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない

・中小・小規模事業者支援金事業として、利益が減少して
いる市内事業者に５万円を支給した。
・運送事業者支援金事業として、普通トラック１台２万円、
軽トラック１台１万円を支給した。

　指標１については、やや増加傾向である。
　指標２については、実績がない。
　新型コロナウイルス感染症対策として、利子補給の拡充、
利益が減少した事業者への支援金給付、運送事業者への
支援金給付など各種支援策を実施した。

【まち・ひと・しごと】
　プレミアム付商品券事業は、消費喚起の要素もあるため、
生活を支える産業での利用も多いことから、活性化につながっ
たものと考えられる。

【外的要因】
　新型コロナウイルス感染症対策として、低利な国の融資政
策が行われたため、市の融資利用は低調となった。

4 必 要 性

目 指 す 姿



︓

　

　

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断
総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円）
R2決算 R3決算 R4決算見込み

1 中小企業支援事業 62,805 18,845 530,383 継続
2 リフォーム資金補助事業 8,739 8,428 7,125 継続
3 商工会支援事業【再掲】 ー ー ー 継続
4 内職相談事業【再掲】 ー ー ー 継続
5 起業家育成支援事業【再掲】 ー ー ー 継続
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38

計（単位︓千円） 71,544 27,273 537,508

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
71,544 27,273 537,508

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担
　商工会や金融機関等と連携し、事業者が継続して活動で
きるような情報提供や相談体制の構築に努めるとともに、後
継者や若手経営者を育成していくことが重要である。また、地
域経済の振興のため、市内事業者の商工会への加入促進
に努めていく。
　中小企業の経営安定を支援するため、経営相談やセーフ
ティーネット保証制度等の支援策を周知していく必要がある。

　景気が厳しい状況の中で、各事業者の主体的な取り組みを
支援するとともに、関係の強化に努めていく。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括
　市内事業者に対して、中小企業の経営基盤の強化を図る
ための各種施策を展開していくとともに、商工会と連携し、商
工会加入促進を高めるため、PR方法等の検討を行う。
　経営相談事業やセーフティーネット保証制度等の支援策を
維持していく。

　中小企業が安定して経営を継続していくため、各種融資制
度や相談業務など商工会と連携を図り充実していく。また、
市内事業者の活性化を図るためにも、個人住宅リフォーム資
金補助事業は引き続き継続していく。さらに令和２年度より
実施している店舗等リフォーム資金補助金事業を継続して実
施する。

番号 施策を構成する事務事業名 今後の方向性※

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円



施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

担当課 産業振興課
関連課 　―

まち・ひと・しごと目標 基本目標１　産業の振興により市民生活と調和した豊かな暮らしを実現する
（ア）暮らしにマッチした生活環境の創造

指 標 １ 指 標 2 【まち・ひと・しごと】

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）
1 1 1 2 1 0 0 2

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況

　関係団体や内部の横の連携などを活用し、情報収集を進
めていく必要がある。

【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調
【判断の根拠】

【継続】

573 企業誘致の推進

本市の交通利便性等の産業の立地優位性を踏まえ、事業所の増加を図る取組を推進することにより、活気のあふれるまちに
なっている。

産業集積に係る土地利用のための庁内検討会開催回数
（回）

買物施設等誘致件数（件）

産業利用に適した用地創出のための協議・検討回数 市民が買物に利用できる施設の誘致件数

　一般国道２５４号和光富士見バイパスの全線開通等に
より、今後さらなる産業用地としての価値が高まり、企業の進
出による産業の活性化や、雇用の創出等の経済効果が期
待できる。

・企業が立地する際の土地利用には、開発許可等の取得が
必要なことから、今後も、適宜、調整会議を実施する。本年
度は、埼玉県企業立地課へ伺い、市の現状と、今後の企業
誘致の取り組み課題等について、協議を行った。
・買い物施設の誘致に関してはかなわなかったが、引き続き、
商工会や商店街の活動を支援し、市民ニーズにマッチした買
物環境づくりを進めていく。

2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない

　埼玉県企業立地課と協議し、企業に市内の民有地のあっ
せん方法について、有意義な議論が行えた。
　買い物施設の誘致に関しては、令和２年度に大規模小売
店舗が１件開業して以降、同規模の出店はない。

【まち・ひと・しごと】
　企業誘致が可能な土地情報が不足しているため、市内不
動産関係団体等から情報収集をするとともに、空き家バンク
に関しても連携していくための情報共有をしている。

【外的要因】
　新型コロナウイルス感染症の影響により、商業施設の新規
出店や、企業の進出についての相談等も少なかったが、今
後、ワクチンの普及等により、通常の経済活動に戻れば、出
店の相談等も増加すると予想される。

4 必 要 性

目 指 す 姿



︓

　

　

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断
総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円）
R2決算 R3決算 R4決算見込み

1 商工総務事務事業【再掲】 ー ー ー 継続
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38

計（単位︓千円） 0 0 0

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
0 0 0

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担
　令和元年に、旧朝霞第四小学校跡地に、新電元工業㈱
が立地された。
　今後は、企業が立地可能な大規模な市有地がないことか
ら、民有地に対して、企業の立地につながるような施策が必
要となる。

市）本市に立地を希望する企業が、立地できるよう、可能な支
援を継続する。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括
　本市への企業誘致の可能性を高めるには、市内に立地可
能な土地を探している企業に対して、市が、土地をあっせんで
きるような仕組みを整える必要がある。
　また、サテライトオフィス等の比較的小規模な企業を誘致す
るための、施策についても考慮する必要がある。

　今年度は、新型コロナウイスの影響により、企業や商業施
設の立地に関する相談等は少なかった。
　今後、一般国道２５４号線和光富士見バイパスの全線
開通等によって、更に需要が高まり、土地のあっせん等の相
談が増えることが予想されることから、土地をあっせんできるよう
な仕組みについて研究を進める。

番号 施策を構成する事務事業名 今後の方向性※

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円



施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

担当課 産業振興課
関連課 学校給食課、農業委員会事務局

まち・ひと・しごと目標 　―

指 標 １ 指 標 2

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）
28 28 29 32

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況

　農業経営改善計画書の策定へのフォローアップが必要である。

【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調
【判断の根拠】

【継続】

574 都市農業の振興

農業後継者の育成がなされることにより、農業経営の安定化を図るとともに、地産地消の推進や食育への理解が深められてい
る。また、農業体験事業による市民と農家との交流により、都市型農業の振興が図られている。

認定農業者数（人） －

農業経営基盤強化促進法に基づいて、効率的で安定した農業を目指すため作成する「農業
経営改善計画」を市町村に提出して認定を受けた農業者数

－

　市民が新鮮な農作物を求める需要は高いため、地産地消の推進
に当たり農業者や農業団体の直売事業を支援する必要がある。
　都市農業は多様なメリットを有するため、農業体験などを通じて、
都市農業を振興していく必要がある。また、市民の都市農業への理
解を深め、都市型農業の振興を図る上で重要なことから、引き続き
実施する必要がある。

・浜崎農業交流センターを農産物直売組合に貸出し、地場農産物を
直売し市民と農業者が交流を図ることができた。　　・市内に市民農園
6農園450区画を設置・管理し、市民に農作物栽培の場を提供した。
・地場野菜出荷用箱の購入費を補助し、地場野菜の振興等を図っ
た。　　・緑肥作物種子の配布等を実施し、市民の農業理解を深め
た。　　・農業者・農業団体運営支援のため補助金を交付した。
・農地の利用状況調査及び遊休農地対策を行った。　　・地場野菜を
学校給食に起用し、児童・生徒は新鮮な野菜を食している。また、これ
により都市農業の振興が図られた。　　・農業委員による農地パトロー
ルを行い農地の保全に努めた。　　・農家・農地基本台帳を適正に維
持管理し、農地管理を行った。

2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない

　指標１については、ほぼ横ばいで推移している。
　認定農業者制度は農業経営の安定につながることから担
い手育成に資するため、引き続き同制度を活用する。
　市民農園の利用率は１００％であり、市民に農作物栽
培の場を提供することができた。
　浜崎農業交流センターや市役所市民ホールでの農産物直
売を実施して生産者と消費者の交流を図り、都市型農業の
振興を図ることができた。

【外的要因】
　農業祭及び農業体験事業は新型コロナウイルス感染症の
影響で2年間中止であったが、3年ぶりに開催することができ
た。

4 必 要 性

目 指 す 姿



︓

　

　

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断
総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円）
R2決算 R3決算 R4決算見込み

1 農業祭事業 8,357 4,386 8,417 継続
2 農業振興支援事業 12,203 12,360 13,397 継続
3 農業総務事務事業 1,383 1,268 1,663 継続
4 浜崎農業交流センター運営事業 4,406 3,549 2,880 継続
5 学校給食運営事業【再掲】 ー ー ー 継続
6 市民農園事業 7,744 10,525 8,343 継続
7 水利組合事業 2,625 3,228 2,093 継続
8 農家・農地基本台帳管理事業 5,595 8,112 6,625 継続
9 農業委員会運営事業 24,920 25,259 29,049 継続
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38

計（単位︓千円） 67,233 68,687 72,467

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
67,233 68,687 72,467

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担
　本市の農業は、都市近郊という立地背景から宅地化が進
み、農地が年々減少傾向にある。また、農業従事者の高齢
化や担い手も不足するなど、遊休農地も見受けられる。引き
続き、市民農園や農業体験などを通して農業への理解を醸
成するとともに、担い手の育成も効果的に進めるほか、農地
の利用状況調査及び遊休農地対策を行う必要がある。

　市民農園による農作物栽培の場を提供することや農業体験を
通じて、多くの市民に農業と触れ合う機会を提供していく。また、
農産物直売による生産者と消費者の交流や新鮮な野菜を市
民に提供する取組を支援していく。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括
・担い手育成のための認定農業者制度を活用する。また、地
産地消を推進するための直売事業を支援する。
・農業体験事業や市民農園事業などを通して、市民の都市
農業への理解を深める。
・農業委員会や農協等関係機関と連携して遊休農地対策
を行うことにより、農地の保全を効率的に進める。

　あさか野農業協同組合等関係機関との連携を強化し、農
業者の意欲の向上と市民の都市農業への理解を深め、さら
なる地産地消の推進への取組を図る必要がある。

番号 施策を構成する事務事業名 今後の方向性※

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円



・ 支援金、奨励金、プレミアム商品券の発行、経営相談などコロナウイルス
感染症に係る各種支援策を行った。　　・ 産業振興基本計画推進委員
会を２回開催した。　　・ 商工会が実施する各種事業に補助金を交付
し、支援した。また、商工会と定期的に連絡調整会議を開催するなど連携
に努めた。　　・ 商店会の商店街活性化活動に対して事業費などの一部を
補助した。　　・ 起業家育成支援セミナー及び相談事業を実施するととも
に、融資の利子補給補助金の交付などの支援を行った。　　・ 毎月1回朝
市を開催した（朝市出店者協議会）。　　・ 産業文化センターの管理運
営についてモニタリングを実施したほか、指定管理者である商工会に必要な
指導や助言、意見交換を実施した。　　・ 農業近代化設備補助金等の各
種補助金を交付し、農業生産者に対する支援を行った。

2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない

・冬のイベント「北朝霞どんぶり王」と、同時開催の産業フェア
について、3年ぶりに開催することができた。
・ストリートライブ事業についても新型コロナウィルス感染症の
影響により中止を余儀なくされてきたが、毎月３回の実施とし
て再開することができた。

【外的要因】
　コロナウイルス感染症に係る各種支援策を行うなど事業者
支援を行った。

4 必 要 性

581 産業育成のための連携強化

都市に近い住宅として住環境と共存した商工業・農業が発展・発達するとともに、地域コミュニティが向上し、市全体が賑わい
と活気に満ちている。

あさか産業フェア参加事業所数（事業所） －

事業者同士や市民と事業者交流の場である「あさか産業フェア」
の参加事業所数

－

　本市の産業が今後も発展していくためには、市内商工業の
発展や商店街が活気に満ち溢れ、地域コミュニティが醸成さ
れることが必要となる。引き続き、商工会や関係機関と連携
し、商店街や商工業者、また農業者に対する支援を継続す
る。

　コロナ禍における事業継続につながるような支援が実施でき
ている。

【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調
【判断の根拠】

【継続】

－ ー 34 60

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況

指 標 １ 指 標 2

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

担当課 産業振興課
関連課 　―

まち・ひと・しごと目標 　―

目 指 す 姿



︓

　

　　商工業者の高齢化や後継者不足、大型店舗やチェーン店
舗の進出などといった課題はあるが、市と商工会と事業所が
連携するほか、事業者同士も連携することで、地域性を活か
した産業施策の展開を検討する必要がある。

　指定管理者である商工会と連携し、産業文化センターが
市内産業の拠点となるようサービス面や機能面での充実を図
る。また、商工業者や農業者が関係する各種催しを開催し、
市民との交流の場を引き続き提供していく。

番号 施策を構成する事務事業名 今後の方向性※

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担
　商工業者の高齢化や後継者不足、大型店舗やチェーン店
舗の進出などといった課題はあるが、市と商工会と事業所が
連携するほか、事業者同士も連携することで、地域性を活か
した産業施策の展開を検討する必要がある。

　市内の商工業や農業を発展、振興していくためにも、市民と商
店主、農業者等が連携し、イベントを通して地域に密着した活
気溢れる催しの開催に向けて、市もバックアップに努めていく。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括

計（単位︓千円） 396,693 90,017 115,316

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
396,693 90,017 115,316

37
38

35
36

33
34

31
32

29
30

27
28

25
26

23
24

21
22

19
20

17
18

15
16

13
14

11
12

9 浜崎農業交流センター運営事業【再掲】 ー ー ー 継続
10 産業文化センター施設改修事業 ー ー 36,924 休止・廃止

7 農業祭事業【再掲】 ー ー ー 継続
8 農業振興支援事業【再掲】 ー ー ー 継続

5 商工総務事務事業 326,036 21,806 7,049 継続
6 産業振興基本計画推進事業 5,167 3,911 4,293 継続

3 起業家育成支援事業【再掲】 ー ー ー 継続
4 商工会支援事業【再掲】 ー ー ー 継続

1 産業文化センター管理運営事業 65,490 64,300 67,050 継続
2 商店会支援事業【再掲】 ー ー ー 継続

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断
総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円）
R2決算 R3決算 R4決算見込み



・起業に係るセミナーや専門家による相談事業の実施、また、
起業をする方に向けた融資制度を通じて起業・創業に対して
総合的な支援を行う。
・ビジネス支援サービス事業として、仕事や雇用に関する情報
や資料を提供する。

2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない

　起業パンフレットを作成し、起業を目指す方にわかりやすい
情報発信に努めた。 　市の支援を受けて起業した件数は増加傾向にあり、起業パ

ンフレットの作成など、様々な取組を実施している。

【外的要因】
従来より新型コロナウイルス感染症の影響によりセミナー等の
開催に制限があったが、徐々に緩和されてきている。

4 必 要 性

582 起業・創業の支援

ビジネスに関する情報を発信、資料を収集し及び提供を行い、市内で起業を目指す方等を支援することにより、市内の産業の
活性化や雇用の拡大が図られている。

市の支援を受けて起業した件数（件） 市の支援による新規コミュニティ・ビジネスの立ち上げ件数（累
計）（件）

セミナー等に参加し、その後実際に起業した件数 コミュニティビジネスとして創業した事業者の内、市の補助金や融
資などの支援を受けた累計事業者数

　これまでの参加者アンケート結果からも効果が評価されてお
り、引き続き起業を希望する方、起業間もない方を支援する
必要がある。

　起業に関する情報のワンストップ化はさらに推進すべきであ
り、こういった事業をやる際、利用者の観点から見ることで、利
用者が迷わない効率的なアプローチとなる。

【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調
【判断の根拠】

【継続】

4 11 13 15 0 0 0 1

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況

（イ） 生活を支える産業の活性化　（ウ）仕事と生活を両立する環境づくり

指 標 １ 【まち・ひと・しごと】 指 標 2 【まち・ひと・しごと】

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

担当課 産業振興課
関連課 　―

まち・ひと・しごと目標 基本目標１　産業の振興により市民生活と調和した豊かな暮らしを実現する

目 指 す 姿



︓

　

　・創業事業支援計画に基づき、商工会や金融機関等と連携を図っ
ていく。
・起業に係る相談事業、セミナーを継続して行う。
・起業家向け融資制度及び融資に係る利子の補給事業を行う。
・融資制度利用者に対する債務不履行に係る損失補償事務を行
う。
・仕事や雇用に係る情報提供支援を行う。（ビジネス支援サービス
事業）

  商工会や金融機関と連携し、起業や創業を目指す市民へ
の支援に努めるとともに、図書館北朝霞分館のビジネス支援
コーナーを有効に活用する。また、起業家育成支援セミナー
や起業家育成相談については、市民が相談しやすい環境づく
りに努め、より充実した相談体制の構築を図る。

番号 施策を構成する事務事業名 今後の方向性※

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担
　起業家育成相談や起業家育成支援セミナーなどを引き続
き実施し、起業や創業を望む市民への参加が効果的に図ら
れていくような周知、PR方法を工夫する必要がある。
　また、行政の主催するセミナー等への参加は敷居が高い等
の意見が市民からあり、参加しやすい環境づくりに取り組む必
要がある。

　起業を希望する方や起業して間もない方の意見を尊重しなが
ら、引き続き起業知識への助言や資金の調達方法など、起業
及び創業への支援を行っていく。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括

計（単位︓千円） 1,757 2,388 2,859

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
1,757 2,388 2,859

37
38

35
36

33
34

31
32

29
30

27
28

25
26

23
24

21
22

19
20

17
18

15
16

13
14

11
12

9
10

7
8

5
6

3
4

1 起業家育成支援事業 1,757 2,388 2,859 継続
2 商工会支援事業【再掲】 ー ー ー 継続

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断
総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円）
R2決算 R3決算 R4決算見込み



施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

担当課 産業振興課
関連課 　―

まち・ひと・しごと目標 基本目標１　産業の振興により市民生活と調和した豊かな暮らしを実現する
（ウ）仕事と生活を両立する環境づくり

指 標 １ 【まち・ひと・しごと】 指 標 2

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）
2 4 3 30

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況

　高齢者が朝霞で働ける条件が恵まれているというイメージを
作り上げていけると良い。ワーク・ライフ・グッドバランス認定企
業の申請数が伸びないようであればやり方等も考える必要が
ある。

【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調
【判断の根拠】

【継続】

591 勤労者支援の充実

多様な働き方やワーク・ライフ・バランスの取組を推進し、また職場での悩み事等について身近な場所で相談を受けられること
で、暮らしやすく働きやすいまちになっている。

ワーク・ライフ・グッドバランス企業認定件数（件） －

市のワーク・ライフ・グッドバランス企業認定制度による認定企業
件数

－

　長時間労働やブラックバイト、働き方改革など、労働に関するキーワードが
多く聞かれる中、労働の専門家である社会保険労務士に市民が気軽に相
談できる場として、労働・社会保険相談は必要な事業であると考える。
　特に新型コロナウイルス感染症の影響から、市民の方が手軽に相談するこ
とができ、また知識を得ることができる場として、実施の重要性は増加してい
ると考えている。また、外に働きに出ることができない市民への支援として、内
職の紹介はセーフティネットとして機能している。

・社会保険労務士による労働・社会保険相談を月3回実施した。
・勤労者住宅資金貸付制度の休止に伴い、利用者が支払っている
利子の利率が高くなるため、その差額を中央労働金庫朝霞支店に
補助した。
・内職相談員を委嘱し、毎週火・金に内職相談を実施し、内職を
希望する市民及び内職者の紹介を希望する事業所からの相談を
受けた。
・令和２年度から「ワーク・ライフ・グッドバランス企業」認定制度を開
始した。

2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない

　指標１については、やや減少傾向にある。
　労働者を支援するため、労働に関する各種相談事業を実
施するほか、関係機関と連携しながら求人情報等を提供す
ることで働きやすい環境の充実を図れている。

【外的要因】
　新型コロナウイルス感染症の影響を受けた労働者や事業
者向けの社会保険労務士による相談を実施している。

4 必 要 性

目 指 す 姿



︓

　

　

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断
総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円）
R2決算 R3決算 R4決算見込み

1 勤労者支援事業 1,715 2,050 2,014 継続
2 内職相談事業 2,264 2,228 2,202 継続
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38

計（単位︓千円） 3,979 4,278 4,216

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
3,979 4,278 4,216

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担
　就職支援事業については、参加者数が伸びない状況があ
り、各種相談事業の認知拡大を図る必要がある。

　全体として、雇用環境の改善は見られるものの、労働等でのト
ラブル等は依然としてあることから、今後も行政として実施していく
必要がある。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括
　勤労者支援を図るため、ハローワーク等の関係機関と連携
しながら引き続き実施していく。

　各種相談においての周知に努め、相談者が利用しやすいも
のとなるよう工夫していく必要がある。
　また、相談後も就労や起業に結びつくような体制づくりを関
係機関などと調整するなど、検討していく必要がある。

番号 施策を構成する事務事業名 今後の方向性※

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円



施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

担当課 産業振興課
関連課 　―

まち・ひと・しごと目標 基本目標１　産業の振興により市民生活と調和した豊かな暮らしを実現する
（ウ）仕事と生活を両立する環境づくり

指 標 １ 【まち・ひと・しごと】 指 標 2

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）
6 2 10 13

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況

　働く意欲のある高齢者が増えており、特に高齢者の就職支
援は、雇用の面、人材確保の面それぞれで大切なことであ
る。

【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調
【判断の根拠】

【継続】

592 雇用の促進

就労を希望する市民が自ら望む事業所に雇用され、また、市内事業者は人材を地域から雇用することができている。

市の支援を受けて就職した人数（人） －

セミナー参加者等に対するアンケート調査結果による就職人数 －

　市や、県が行っている就労支援事業を継続することにより、
就労を希望する市民が自ら望む事業所に雇用され、また、市
内事業者は人材を地域から雇用することができている。

・新型コロナウイルス感染症の影響により、予定されていたセミ
ナー等の一部が実施できなかった。
・ハローワークと共催で、就職支援セミナーを１２回実施し
た。
・朝霞地域合同就職面接会を埼玉県との共催で開催した。
・内職相談は、毎週火曜日及び金曜日に実施した。

2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない

・オンライン形式で朝霞市就職支援セミナーを実施した。
　おおむね予定通りにセミナー等を実施することができた。ま
た、ハローワーク朝霞、埼玉県や近隣市と連携し、合同企業
面接会等を実施することができた。

【外的要因】
　従来より新型コロナウイルス感染症の影響によりセミナー等
の開催に制限があったが、徐々に緩和されてきている。

4 必 要 性

目 指 す 姿



︓

　

　

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断
総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円）
R2決算 R3決算 R4決算見込み

1 起業家育成支援事業【再掲】 - - - 継続
2 内職相談事業【再掲】 - - - 継続
3 就労支援事業 1,578 2,446 1,901 継続
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38

計（単位︓千円） 1,578 2,446 1,901

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
1,578 2,446 1,901

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担
　事業がより多くの市民に認知され参加していただけるように、
周知に努める。また、特に内職相談事業は、求人の開拓が
課題である。

　就労支援は民間事業者でも実施しているものの、費用を要す
ることなどもあることから、身近な相談等ができる場を提供すること
は必要であるので、行政の役割は大きいものと考える。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括
　各種相談においての周知に努め、相談者が利用しやすいも
のとなるよう工夫していく必要がある。
　また、相談後も就労や起業に結びつくような体制づくりを関
係機関などと調整するなど、検討していく必要がある。

　新型コロナウイルス感染症の影響により、相談事業やセミ
ナーの実施が制限されるなか、一部セミナーをオンライン形式
で開催することができた、今後も状況に応じて開催形式等の
工夫をし、参加しやすい環境づくりを図っていく。また、相談後
も就労や起業に結びつくような体制づくりを関係機関などと調
整するなど、検討していく必要がある。

番号 施策を構成する事務事業名 今後の方向性※

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円


